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1.1 研究背景 
  
 我が国の人口は平成 28 年 7 月現在，総務省統計局が発表している国勢調査 1)では約 1 億
2699 万人と発表されており，ピーク時と比較すると，徐々に減少傾向となっている．また
国立社会保障・人口問題研究所 2)では，平成 22 年国勢調査の結果を元に，将来の出生推移・
死亡推移についてそれぞれ低位，中位，高位の 3 仮定を設け，それらを組み合わせること
で，9 通りもの将来の人口推計を行っている．これらの中で，死亡仮定及び出生仮定を共に
中位に固定した際の推移結果を図-1-1 に示す．これより，我が国の人口は平成 60 年には 1
億人を割って 9913 万人にまで減少すると推計されている． 
 
ただ，実際には東京 23 区や横浜市などに代表される大都市では現在も人口増加が見られ
る一方で，全国平均以上に人口減少率が高い地域も存在するなどと，人口の動態パターンは
地域によって異なる(図-1-2 参照)．人口動態には出生数と死亡数の差分で表される自然増減
と自治体間の移動による社会増減があるが，我が国における合計特殊出生率の低下傾向か
らも，近年の人口動態に対しては，自然増減よりも社会増減の影響が大きいことが考えられ
る． 
 
 
図-1-1 我が国の総人口将来推移(推計)  
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橘木ら(2012)3)は東京とそれ以外の地域で様々な経済・社会変数を比較しており，その中
で最も人口と生産が都市集中，地域間格差を示すと述べている．また総務省統計局の住民基
本台帳に基づく 2015 年の人口移動報告 4)によると，名古屋圏(愛知県，岐阜県及び三重県)
は 1090 人，大阪圏(大阪府，兵庫県，京都府及び奈良県)は 9354 人の転出超過となってい
る一方，東京圏では転入超過が前年比 9949 人増の 11 万 9357 人となっているなどと，近
年では特に東京周辺への集中が際立っている．このようなことからも我が国では人口が地
方部から都市部に移動することによる人口の二極化が生じていることが考えられる． 
東京を始めとした都市部に人口が集中する要因について，経済理論に基づく都市集積に
おける合理的な理論では，所得水準や経済活動の集積の外部性などが主に影響していると
いわれている．またその中の新経済地理学と呼ばれる分野では特に地域間のアクセシビリ
ティ(交通利便性)による影響が提唱されている． 
つまり，我が国における人口動態は，理論では産業規模や所得水準，交通利便性などが主
に影響していることが述べられている．ただ，これらの理論に基づいて人口動態現象を定量
的に実証している研究は多くは存在しない． 
 
 
 
 
 
図-1-2 三大都市圏及びそれ以外の地域の人口推移(出典：総務省 情報通信白書) 
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1.2 既往研究 
 本研究に関連する既往研究について以下に示す． 
大塚(2008)5)は地域経済の成長に影響を与えうる産業集積の役割を明らかにするため，
1980 年代から 90 年代を中心に，47 都道府県の製造業と非製造業という産業区分のもと，
産業集積がどの程度地域経済・産業の成長に貢献したか，また産業集積が地域産業の生産性
を向上させることで結果として労働生産性の地域間格差収束に寄与したかどうかの 2 点を
分析している． 
また，山口ら(2003)6)は地域間のアクセシビリティに着目した研究を行っており，都道府
県間のアクセシビリティが地域の経済活動にどのような影響を及ぼしているかについて
OLS 推定などを扱って実証的な分析を行っている． 
このように都市集積の理論に対する実証研究の既往研究では，地域の経済活動を対象に
した実証分析が主に行われているが，人口動態を対象とした実証分析は多くは存在しない．
そこで本研究では，この人口動態現象の実証という点に焦点を置く． 
 
1.3 研究目的 
   
以上の背景及び既往研究を踏まえ，本研究は全国市町村の人口動態現象を対象として，都
市集積の理論に基づく移動要因として挙げた，所得水準や経済活動の集積の外部性，交通利
便性など関連要因の影響の有無や効果の時系列な変動，また他に想定される要因に関して
実証的な解析を行うことを目的とする． 
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1.4 論文構成 
  
 本論文は全 5 章から構成され，以下の内容で進めていく． 
 
1 章：序論 
  この章では，研究の背景を整理し，本研究の意義・目的を示す． 
 
2 章：人口分布推移の実態 
  この章では，研究にあたって対象とする我が国の市町村単位における近年の人口分布の
実態について，いくつかの手法を用いて示す． 
 
3 章：影響要因分析手法 
  この章では，本研究の分析手法である影響要因分析の手法について示す．またその後，分
析で使用する残差について示す． 
 
4 章：分析結果 
  この章では，第 3 章で述べた分析手法に則って，理論で述べられている関連要因が我が
国の人口動態にもたらす影響度及びその推移，またそれら以外に考えられる要因について
の分析結果を示す． 
 
5 章：結論・今後の課題 
  この章では，本研究のまとめとして，結論や今後の課題について示す． 
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2.1  ジニ係数による分析 
 
  大竹(2005)7)は，我が国における全国の所得格差を統計的に分析するにあたり，ジニ係数
を用いて分析を行っている．ジニ係数 r とは格差の程度を示す指標で，図-2-1 に示すよう
に，ローレンツ曲線(ジニ係数の算出を行うデータの値を昇順に並べ，x 軸に「データ数の累
積比」，y 軸に「データ値の累積比」を置いて表される曲線)とその対角線(45 度線)に囲まれ
た面積を 2倍して得られる数値で示される．0≦r≦1となり，1に近づくほど集中度が高く，
0 に近づくほど均等化が進んでいることを示す．本研究ではこの手法を人口データに適用し，
年度毎にジニ係数を算出することで，我が国における人口分布の格差(二極化)の傾向につい
て分析を行う． 
 
 
 
 本研究においてジニ係数を算出するにあたり，作成した表を表-2-1 に示す．本研究では，
人口分布におけるジニ係数の傾向を見るため，人口データを昇順に並べ，x 軸に市区町村の
累積比データ(累積相対市区町村)，y 軸に人口の累積比データ(累積相対人口)を置いて作成
したものをローレンツ曲線とする．また x 軸に市区町村の累積比データ，y 軸に均等化した
人口の累積比データ(累積相対均等人口)を置いて作成したものを対角線とし，ジニ係数を算
出する．本分析では，S60～H22 までの国勢調査において集計された各市町村の人口データ
を使用し，年度ごとの傾向を見る． 
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図-2-1 ローレンツ曲線及び対角線(45 度線) 
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なお，ジニ係数は一般的には，所得格差の程度を示す際に用いられる．ただ，図-3-2 に示
すように国土交通省では，都道府県間における人口のジニ係数を算出していることからも，
人口データを扱っている例も存在する．本研究では市町村単位の人口データを用いてジニ
係数を算出し，傾向を見る．  
 
図-2-2 都道府県間における人口のジニ係数結果(出典：国土交通省) 
表-2-1 本研究におけるジニ係数算出方法 
x 軸 y 軸：ローレンツ曲線 y 軸：対角線(45 度線) 人口データ 
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我が国の全市町村の人口における，ジニ係数の分析結果を図-2-3 に示す．市町村単位で
の人口分布におけるジニ係数は S60 では約 0.695 だったが，年度の経過と共に増加し，H22
では約 0.72 まで上昇していることがいえる．したがって，このジニ係数による分析からは，
我が国における市区町村間での人口分布においても，都市部と地方部の格差，つまり二極化
が広がっていることが確認された． 
ただ，一方でジニ係数による分析は全国における二極化の傾向を表すのみであり，人口規
模のどの階層において人口の増加及び減少が生じているのか，詳細を把握することができ
ない． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2-3 我が国の人口分布における年度毎のジニ係数 
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2.2  シェア算出による分析 
 
  ここで参考になるのがピケティ(2014)8)による所得格差の表現方法である．ピケティは異
なる階層での所得の格差及び集中の度合いについて，総人口の総所得に対する，上位所得者
の総所得の割合(シェア)を算出して，考察を行っている．本研究ではこの手法を，人口デー
タに適用して，年度毎の人口の集中度合を算出し，考察する．本研究では，全国の市町村の
人口を降順に並べ，上位 10％，中間 40％，下位 50％の 3 つの階層グループに分けること
で，各階層に属する全市町村の人口の対全国人口比で示されるシェアを算出し，推移を見る． 
 
 
 
図-2-5 人口順位中間 40％地域のシェア 図-2-4 人口順位上位 10％地域のシェア 
図-2-6 人口順位下位 50％地域のシェア 
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それぞれの階層のシェアの推移について，まとめたものを図-2-4～図-2-6に示す．人口順
位が上位10％のグループでは，S60は約58.5％であったが年度の経過と共に増加を続け，
H22では60.5％まで上昇している．一方その他の地域を見ると，中間40％のグループでは
S60の約33.4％からH22の約32.6％，下位50％のグループではS60の約8.2％からH22の約
6.8％と共に年度の経過につれ，減少している．したがってこのシェアによる分析では，近
年において都市部への人口集中傾向及び地方の人口流出傾向がより詳細に確認された． 
 
2.3  年度毎の地理的分布による傾向分析 
 
 これまでジニ係数やシェア算出による分析などと，統計的な手法を用いて人口分布の実
態の傾向を見た．本節では GIS を用いて，全国の人口規模の地理的な分布の変化を見るこ
とで傾向を把握する． 
 本研究では，H7 から H25 までの市町村単位で収集した純転入者数データ(転入者数から
転出者数を差し引くことで算出)をGISより，地理的に表すことで傾向の変化を見る．なお，
本研究ではまず，日本全体において傾向の変動を示したのちに，東京圏，名古屋圏，大阪圏
の三大都市圏に着目して傾向を見る．なお，本研究では使用する純転入者数データを，値が
正の地域では上位 20％，中間 30％，下位 50％の 3 グループ，負の地域では上位 50％，下
位 50％の 2 グループの計 5 グループにそれぞれ分類し，分析を行う． 
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図-2-7 H7 における純転入者数分布 
図-2-8 H10 における純転入者数分布 
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図-2-9 H13 における純転入者数分布 
図-2-10 H16 における純転入者数分布 
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図-2-12 H22 における純転入者数分布 
図-2-11 H19 における純転入者数分布 
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図-2-13 H25 における純転入者数分布 
表-2-2 年度毎の分類別地域の個数 
H7 H10 H13 H16 H19 H22 H25
データなし 9 1 1 0 0 0 14
下位50％(負) 523 536 614 630 659 644 627
上位50％(負) 522 531 613 628 657 638 614
下位50％(正) 338 331 251 238 207 225 238
中間30％(正) 203 198 151 139 124 133 142
上位20％(正) 133 131 98 93 81 88 93
1045 1067 1227 1258 1316 1282 1241
674 660 500 470 412 446 473
1728 1728 1728 1728 1728 1728 1728総計
負の地域合計
正の地域合計
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図-2-14 東京圏における純転入者数分布 
図-2-15 大阪圏における純転入者数分布 
図-2-16 名古屋圏における純転入者数分布 
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H7 から H25 までの日本全体または，三大都市圏それぞれの圏域における，純転入者数
の分布を色別に示したものを図-2-7 から図-2-16 に示す．また分類したそれぞれのグループ
に属する地域の個数をまとめたものを表-2-2 に示す． 
まず日本全体における分布図では，H7 において純転入者数が正の地域は全国的に見られ
たものの，年度の経過と共にその数は減少し，H25 においては，一部の地域に集約してい
るように見られる．これは表-2-2 より，負のグループの地域は H7 では 1045 箇所あったが，
H25 には 1241 箇所に増加，反対に正のグループの地域は H7 では 674 箇所あったが，H25
には 473 箇所に減少とそれぞれ変動していることからもいえる． 
また三大都市圏に着目すると，いずれの圏域においても以前と比較すると，人口はそれぞ
れの地域に集中していることが見られる．また特に東京圏においては，その影響が他の圏域
と比較しても強く出ていることが確認された． 
 
2.4  実態分析まとめ 
 
 本章では，本研究における研究対象である，我が国の人口分布についてジニ係数及びシェ
ア算出などといった統計的な手法や，GIS を用いた地理的な分布の作成といった手法より
分析した．結果，年度によってはそこまで変動がない年も存在するが，我が国における人口
分布では年度の経過と共に確実に都市部では人口集中，地方では人口流出といった傾向が
見られ，二極化が進行していることが改めて確認された．また GIS による分析では，名古
屋圏，大阪圏では圏内の中心地域，また東京圏では圏域全体などと，三大都市圏のそれぞれ
の圏域において人口集中が見られた． 
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第 3 章 
影響要因分析手法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.1  影響要因分析の考え方 
3.2  残差について 
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3.1  影響要因分析の考え方 
 
 前章では，我が国における人口分布について，ジニ係数や自治体の人口順位階層ごとに，
そこに属する市町村人口の対全国人口比(シェア)を算出することで，人口規模の多い地域と
そうでない地域の二極化が近年進行傾向にあることが示された．また，さらに転入者数から
転出者数を差し引いた純転入者数の地理的な分布を，GIS より色別かつ年度毎に見ること
で，特に東京や名古屋，また大阪といった三大都市圏を始めとした都市部において地域間の
流出入による人口の増加傾向が見られ，反対にそれ以外の地域では減少傾向になっている
ことが見られた．  
 以上の結果を踏まえ，本研究では，この我が国における地域間の流出入による人口動態の
傾向について，一般的に要因分析の際に用いられる最小二乗法(OLS 推定)を適用し，都市集
積の理論で述べられている指標が人口動態にもたらす影響度及びその推移の程度，またそ
の他の要因の有無について分析及び考察を行う． 
 
3.1.1 各使用データ 
 
分析の際に使用するデータについて，以下に順に示す．本研究では，都市集積における合
理的な理論に基づいた分析を行うため，地域の経済厚生水準の指標として一人あたり所得
を，経済活動の規模要因として生産規模，また交通抵抗性及びその他の関連要因を想定する．
なお，これらの説明変数以外の要因は誤差項と見なして分析を行う． 
 
○目的変数：純転入者数 
 住民基本台帳より集計した転入者数から転出者数を差し引いたものを純転入者数と定義
し，目的変数として用いる．本研究では「人口」ではなく，人口の「動態」に対する関連要
因の影響度を見るため，この指標を扱う． 
 
○説明変数 1：製造品出荷額 
 工業統計調査及び経済センサスより集計したものを用いる．製造品出荷額は，事業所の所
有している原材料によって製造されたものが，その事業所から出荷される際の価格を指す．
本研究においては経済活動の規模の指標として扱う． 
 
○説明変数 2：一人あたり所得 
総務省が行った市町村税課税状況等の調査より集計された課税対象所得を，それぞれの
市町村人口で除したものを使用する．本研究においては経済厚生水準の指標として扱う． 
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○説明変数 3：都市間交通アクセス 
 都市間交通アクセスは，市町村単位でのデータは存在しないため，新たにデータ作成を行
う必要がある．本研究では，日本全体の各市町村の役所から，それぞれの最寄りの新幹線駅
までの直線距離を算出したものを代理指標として定義する．本研究では交通抵抗性の指標
として扱う． 
 
○説明変数 4：人口 
純転入者数データ同様，住民基本台帳より集計したものを使用する．本研究では，その他
の制御変数として扱う．なお，人口データの場合，住民基本台帳の他，国勢調査による集計
データを使用する方法があるが，国勢調査の場合，集計年度が 5 年に一度となっており，他
のデータとの集計年度が合わないといった問題が生じるため，本研究では住民基本台帳よ
り集計されたデータを扱う． 
 
○説明変数 5：可住地面積 
可住地面積とは，総面積から林野面積と主要湖沼面積を差し引いたもので定義される．本
研究においては，その他の制御変数として扱う． 
 
集計したそれぞれのデータの出典元については表-3-1 に示す． 
 
 
 
表-3-1 使用データの出典元一覧 
使用データ名 調査名又は報告書 機関名
総務省統計局
製造品出荷額
都市間交通アクセス
課税対象所得一人あたり所得
作成データのため，出典元はなし
住民基本台帳
総務省統計局
国土交通省国土地理院
農林水産省
国勢調査
全国都道府県市区町村別面積調
世界農林業センサス林業地域調査
可住地面積
人口
総面積
主要湖沼面積
林野面積
人口
工業統計調査
経済センサス-活動調査
総務省統計局
総務省自治税務局
総務省住民基本台帳
市町村税課税状況等の調
転入者数
転出者数
純転入者数
製造品出荷額
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本研究では，対象地域は全国の市区町村 1728 箇所，対象年度及びデータは平成 7 年～平
成 25 年のデータを 3 年ピッチで集計した 7 年分のデータを使用する．市区町村毎に収集し
たデータの一部を表-3-2 に例として示す． 
 
表-3-2 人口の収集データ(一部) 
順序 市区町村コード市区町村 H7 H10 H13 H16 H19 H22 H25
1 1100 札幌市 1733133 1782770 1811165 1849650 1874410 1891494 1919664
2 1202 函館市 319295 310766 304551 298660 290873 282459 275263
3 1203 小樽市 158463 154289 150311 145674 139712 133604 128405
4 1204 旭川市 360481 362603 361501 360065 357182 353289 349332
5 1205 室蘭市 111056 106701 103301 100121 97517 95150 91987
6 1206 釧路市 208790 204961 200975 196049 191407 185487 180893
7 1207 帯広市 170310 172935 173430 171132 170286 167395 168678
8 1208 北見市 129608 131036 130941 129676 127599 125545 123525
9 1209 夕張市 18123 16392 15173 13953 12631 11213 10130
10 1210 岩見沢市 96417 96694 95759 94066 92799 90553 87976
11 1211 網走市 42705 42470 41909 41023 40280 39384 38219
12 1212 留萌市 30391 29305 28444 27691 26526 25021 23641
13 1213 苫小牧市 168201 171258 172201 172059 173322 173812 173912
14 1214 稚内市 45517 44364 43370 42173 40868 39005 37519
15 1215 美唄市 33102 32072 30788 29666 28174 26449 24811
16 1216 芦別市 23272 22136 21046 19789 18608 17211 16196
17 1217 江別市 111445 118637 121817 123204 123086 121987 120844
18 1218 赤平市 17860 16812 15977 15159 14160 12877 11935
19 1219 紋別市 29785 28642 27966 27159 25973 24912 24170
20 1220 士別市 27114 26325 25505 24394 23294 22367 21287
21 1221 名寄市 34439 33585 32878 32058 30939 30608 29573
22 1222 三笠市 15554 14627 13609 12600 11690 10673 9854
23 1223 根室市 35512 34414 33451 32194 31059 29868 28815
24 1224 千歳市 84048 87208 88472 89976 92094 93117 94731
25 1225 滝川市 48533 47726 46900 45921 44831 43594 42292
26 1226 砂川市 21734 21464 20847 20362 19763 19150 18444
27 1227 歌志内市 7347 6461 6078 5666 5118 4589 4123
28 1228 深川市 28478 27597 26921 26045 24956 23858 22847
29 1229 富良野市 26347 26069 25863 25452 25044 24270 23676
30 1230 登別市 56927 56173 55077 54337 53507 52199 50985
31 1231 恵庭市 61677 64229 65319 66760 67969 68571 68797
32 1233 伊達市 36846 36766 37100 37503 37511 36927 36201
33 1234 北広島市 #N/A 55832 58038 59635 61072 60729 60044
34 1235 石狩市 #N/A 59788 60625 61028 61328 61109 60408
35 1236 北斗市 43776 46790 48137 48861 49493 49295 48477
36 1303 当別町 19263 20420 20543 20171 19580 18774 17835
37 1304 新篠津村 3935 4031 3933 3884 3788 3630 3424
38 1331 松前町 13497 12643 11777 10939 10172 9377 8637
39 1332 福島町 7623 7128 6819 6339 5708 5303 4844
40 1333 知内町 6507 6282 6060 5761 5493 5218 4948
41 1334 木古内町 7583 7081 6790 6375 5857 5349 4894
42 1337 七飯町 26905 28622 28939 29039 29025 28815 28712
43 1343 鹿部町 4830 4818 4885 4858 4785 4596 4378
44 1345 森町 21364 20766 20204 19725 18977 18181 17526
45 1346 八雲町 22877 21889 21306 20597 19954 19106 18286
46 1347 長万部町 8234 7818 7497 7061 6640 6235 5908
47 1361 江差町 11273 10980 10676 10207 9819 9209 8591
48 1362 上ノ国町 7668 7493 7350 7000 6569 6020 5670
49 1363 厚沢部町 5583 5345 5190 5019 4858 4614 4411
50 1364 乙部町 5518 5334 5165 4971 4781 4502 4248
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3.2  残差について 
 本研究では，前節で示した変数の人口動態への影響度を見ると同時に，他に想定される要
因の有無やその効果の分析を行うが，その際残差を用いる．残差とは，分析において使用し
た変数では考慮出来ていない部分を示し，本研究では誤差項の実現値として扱う．残差は(1)
式で示したように，分析によって推定された推定値と実績値の差分で表されるものと定義
する．   
  
𝒆𝒊 ≡ 𝑦 ̂𝑖 − 𝑦𝑖     (𝑖 = 1, ⋯ , 𝑝) (1)  
 
    𝑦 ̂i：OLS 推定による推定値 𝑦𝑖：実績値，𝒆𝒊：残差 とそれぞれ定義する． 
 
本研究では残りの要因として地理的地政的な要因があると仮説を立て，残差による誤差
項の偏りを分析する．前節で示した説明変数で分析を行った後，残差をそれぞれの年度ま
たは市町村毎に算出する．その後図-3-1に示すように，GISによる地理的な分布から残差の
偏り方を見ることで，我が国全体における関連要因以外の人口移動要因を分析し，その後
新たな変数として導入することでその要因の効果を分析する．なお，ここでは残差を正と
負，さらにそれぞれ2，3階層に分け，色別に示す．  
 
図-3-1 誤差項の地理的分布(イメージ) 
 23 
 
 
またその後，それぞれの地域において残差を数値及び割合(残差をそれぞれの地域の人口
で除して算出)で年度毎に算出したものをそれぞれ比較し，相対的に大きい値をとった市町
村に着目する．着目した市町村では，モデルではまだ説明できない人口移動要因を持ってい
ることが想定されるため，各市町村における白書などの文献をもとに，地域特有の移動要因
として考えられる要因を考察する．本研究における分析の簡単な手順説明として，図-3-2 に
フロー図を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3-2 本研究の分析フロー図 
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第 4 章 
分析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.1  影響要因分析結果 
4.2  その他の人口移動要因考察 
4.3  総括 
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4.1  影響要因分析結果 
  
本章では全国の市町村を対象に，平成 7 年～平成 25 年までのデータを 3 年ピッチで収集
し，年度毎に OLS 推定を行う．以上の推定を行うことで，関連要因が，我が国の市町村間
の人口移動に及ぼす影響度及びその効果の変動について分析する．その際，使用した変数の
決定係数及びパラメータの経年変化に着目する． 
 
目的変数
決定係数 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値
H7 1622 0.4217 -0.0003533 -4.684 0.6374 8.942 -0.00265 -16.974 ※ ※ 0.02255 7.151 -719.9 -7.877
H10 1641 0.4538 -0.0008991 -12.714 0.2258 3.994 0.003744 28.445 19.17 1.759 -0.0136 -5.671 -308.1 -3.94
H13 1630 0.7235 -0.0006298 -10.074 -0.1617 -2.329 0.005995 52.511 48.54 3.902 -0.03928 -13.909 72.53 0.803
H16 1620 0.7479 -0.0006179 -11.924 ※ ※ 0.005604 63.188 65.74 4.526 -0.03689 -13.411 -117.1 -4.39
H19 1655 0.7742 -0.0003365 -6.98 ※ ※ 0.007007 69.212 81.23 4.551 -0.05194 -15.973 -141.4 -4.318
H22 1658 0.745 -0.000559 -16.893 ※ ※ 0.003861 66.915 33.67 3.197 -0.02097 -11.067 -73.59 -3.859
H25 1659 0.8312 -0.0008466 -15.115 -0.4378 -4.561 0.008615 85.775 69.41 3.601 -0.0452 -13.179 303 2.744
観測数
説明変数
可住地面積年度
切片
純転入者数 製造品出荷額 一人当たりの所得 人口 都市間交通アクセス
表-4-1 OLS 推定結果 
表-4-2 OLS 推定結果(有意水準考慮後) 
目的変数
決定係数 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値
H7 1622 0.4214 -0.0003562 -4.71 0.6217 8.109 -0.00265 -16.951 -8.17 -0.557 0.02282 7.151 -693.3 -6.721
H10 1641 0.4538 -0.0008991 -12.714 0.2258 3.994 0.003744 28.445 19.17 1.759 -0.0136 -5.671 -308.1 -3.94
H13 1630 0.7235 -0.0006298 -10.074 -0.1617 -2.329 0.005995 52.511 48.54 3.902 -0.03928 -13.909 72.53 0.803
H16 1620 0.7478 -0.0006157 -11.769 -0.01139 -0.317 0.005605 63.129 65.23 4.462 -0.03693 -13.408 -104 -2.12
H19 1655 0.7743 -0.0003208 -6.448 -0.09626 -1.271 0.007025 68.74 76.2 4.168 -0.0523 -16.027 -26.66 -0.278
H22 1658 0.7448 -0.0005591 -16.425 0.001065 0.022 0.00386 66.093 33.7 3.157 -0.02096 -11.039 -74.75 -1.317
H25 1659 0.8312 -0.0008466 -15.115 -0.4378 -4.561 0.008615 85.775 69.41 3.601 -0.0452 -13.179 303 2.744
観測数
説明変数
可住地面積年度
切片
純転入者数 製造品出荷額 一人当たりの所得 人口 都市間交通アクセス
図-4-1 それぞれの変数のパラメータ推移 
※…有意水準が低かったため，その年度では説明変数から除いた 
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図-4-2 年度毎の推定値と実績値の比較 
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表-4-1 は使用した変数による分析結果で，各年の変数のパラメータ，t 値，決定係数，観
測数を示したもの，また表-4-2 は，有意水準を考慮した場合のそれぞれの分析結果を示した
ものになり，有意水準を満たしていない変数のパラメータ及び t 値は※で示しており，その
年度の変数から除外し，残りの変数より推定した結果となっている．また，図-4-1 には算出
したそれぞれの変数のパラメータ推移を示し，図-4-2 には年度毎の OLS 推定結果によって
得られた純転入者数の推定値を縦軸に，実績値を横軸に置いた分布図をそれぞれ示す．  
まず観測数はどの年度においても 1600～1700 となっており，若干欠損している地域は
存在するものの，おおよその地域において分析が行えているといえる．決定係数では年度が
近年になるにつれて，徐々に上昇していることが見受けられる．ただ数値に関しては，H13
～H25 では 0.7～0.8 などと比較的高い値をとった一方で，H7 及び H10 では 0.4～0.5 とそ
こまで大きくない値となっているなどと全体としては，まだそこまでは高いとはいえない
結果になっている． 
次にパラメータ推移より，人口移動の要因として本研究で使用した変数の傾向を見る．図
より，人口では純転入者数に対して，正の影響をもたらしており，その傾向は変化していな
いことがいえる一方で，所得では負の値を示す年度が比較的存在し，かつ有意水準を満たさ
ない年度も存在するなどと，直感的に受け入れがたい結果となっている．  
以上の決定係数及びパラメータ推移の結果を考慮すると，これらの変数による，我が国に
おける人口動態の説明力の精度はまだ十分とは言い難い結果となった．したがって先に挙
げたデータ以外に考えられる要因を，前章で挙げた残差を用いて誤差項の偏り方を分析す
ることで考える． 
本研究では，誤差項に含まれる残りの要因として都心や地方中枢都市などの中心地域の
機能による影響と仮説を立て，先に挙げた要因では説明出来ない誤差項の偏り方を，地理条
件を含めて考察するため，残差の地理的分布を年度毎に作成する．その際，ここでは残差を
正と負，さらにそれぞれ 2，3 階層に分け，色別に示す．本研究においては，残差が正のグ
ループでは，数値が大きい方より上位 20％，中間 30％，下位 50％の 3 階層，反対に残差
が負のグループは同じく上位 50％，下位 50％の 2 階層に分ける． 
 残差を色別に示したものを図-4-3～図-4-9 に，また別に各都道府県の県庁所在地の位置を
示したものを図-4-10 にそれぞれ示す．これより，特に近年における残差の傾向としては地
域的な偏在よりも，主に都道府県内での行政や経済活動の位置づけによる影響が見受けら
れ，仮説との一致が見られた．したがって行政，産業の中心である地域の機能を反映させる
ため，当初使用した変数に，簡単な指標として東京 23 区ダミー及び県庁所在地ダミーの二
つのダミー変数を新たに導入し，それらの都市そのものの機能の影響を分析する．なお，本
研究において東京 23 区ダミーは首都機能を示す指標，また県庁所在地ダミーは地方中枢都
市の機能を示す指標として導入する． 
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図-4-3 誤差項の地理的分布(H7) 
図-4-4 誤差項の地理的分布(H10) 
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図-4-5 誤差項の地理的分布(H13) 
図-4-6 誤差項の地理的分布(H16) 
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図-4-7 誤差項の地理的分布(H19) 
図-4-8 誤差項の地理的分布(H22) 
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図-4-10 全国の県庁所在地 
図-4-9 誤差項の地理的分布(H25) 
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 残差を用いた誤差項の地理的分布の結果より，新たに二つのダミー変数を導入し，同様に
決定係数及びパラメータの経年変化を見る． 
 
図-4-11 それぞれの変数のパラメータ推移 
表-4-3 OLS 推定結果② 
表-4-4 OLS 推定結果②(有意水準考慮後) 
目的変数
決定係数 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値
H7 1622 0.4629 -0.0005092 -6.62 0.492 6.579 -0.00135 -5.554 -3.936 -0.278 0.01287 3.991 -13250 -8.272 455.3 2.625 -540.1 -5.382
H10 1641 0.5195 -0.0007514 -10.688 0.3527 6.568 0.002542 13.433 15.26 1.492 -0.003866 -1.638 12450 10.784 -470.2 -3.8 -466.3 -6.289
H13 1630 0.8275 -0.0004334 -8.482 0.09118 1.645 0.003727 25.04 34.19 3.477 -0.0202 -8.656 26060 23.39 -917.5 -7.443 -211.5 -2.941
H16 1620 0.8934 -0.0001326 -3.637 0.05261 2.246 0.002611 24.298 35.79 3.758 -0.01833 -9.845 33850 37.635 -616.6 -6.397 -144.9 -4.527
H19 1655 0.9001 0.00005073 1.452 0.19 3.741 0.003718 28.898 48.87 4.013 -0.02807 -12.381 39920 34.969 -1060 -8.977 -334.6 -5.206
H22 1658 0.862 -0.0002332 -8.683 0.1833 5.002 0.001687 20.26 21.15 2.691 -0.01107 -7.607 24990 33.126 32.69 0.429 -240.4 -5.722
H25 1659 0.9557 -0.0002047 -6.779 0.07059 1.403 0.003291 26.582 35.75 3.614 -0.02224 -12.43 63160 54.707 1196 6.513 -146.6 -2.567
観測数
説明変数
年度
切片
純転入者数 製造品出荷額 一人当たりの所得 人口 都市間交通アクセス 可住地面積 23区ダミー 県庁所在地ダミー
目的変数
決定係数 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値
H7 1622 0.4632 -0.0005079 -6.618 0.4995 7.158 -0.00135 -5.558 ※ ※ 0.01274 3.997 -13260 -8.279 455.9 2.629 -552.8 -6.188
H10 1641 0.5188 -0.0007686 -11.005 0.336 6.729 0.002515 13.401 ※ ※ ※ ※ 12640 11.011 -507.9 -4.178 -450 -7.143
H13 1630 0.8273 -0.0004188 -8.318 ※ ※ 0.003751 25.31 29.56 3.136 -0.02044 -8.772 25830 23.358 -915.9 -7.427 -99.09 -4.431
H16 1620 0.8934 -0.0001326 -3.637 0.05261 2.246 0.002611 24.298 35.79 3.758 -0.01833 -9.845 33850 37.635 -616.6 -6.397 -144.9 -4.527
H19 1655 0.9 ※ ※ 0.2045 4.105 0.003804 33.296 47.39 3.905 -0.02747 -12.319 39390 36.393 -1089 -9.349 -349.8 -5.515
H22 1658 0.862 -0.0002351 -8.878 0.183 4.997 0.001705 23.76 21.07 2.682 -0.01094 -7.696 24830 37.482 ※ ※ -241.1 -5.744
H25 1659 0.9557 -0.0001981 -6.639 ※ ※ 0.003336 27.897 33.61 3.438 -0.02239 -12.538 62820 55.632 1153 6.367 -70.76 -3.844
観測数年度
切片
純転入者数 製造品出荷額 一人当たりの所得 人口 都市間交通アクセス 可住地面積 23区ダミー 県庁所在地ダミー
説明変数
※…有意水準が低かったため，その年度では説明変数から除いた 
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図-4-12 年度毎の推定値と実績値の比較 
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表-4-3 は当初使用した変数に，新たに東京 23 区ダミー及び県庁所在地ダミーを導入した
場合による分析結果で，各年の変数のパラメータ，t 値，決定係数，観測数を示したもの，
また表-4-4 は，有意水準を考慮した場合での分析結果を示している．また，図-4-11 は算出
された，それぞれのパラメータの推移を示し，図-4-12 は年度毎の OLS 推定結果によって
得られた純転入者数の推定値を縦軸に，また実績値を横軸に置いた分布図を先程と同様に
算出したものを示す．観測数はダミー変数を導入しただけであるので，変数の導入前後で不
変となっている． 
これよりまず，决定係数では H13～H25 の 0.8～0.9 などと，導入前と比較すると全体的
な上昇が見られ，これら変数による人口移動への説明力が上昇したということがいえる． 
また，先程では年度によってパラメータが負の値となった所得では，どの年度においても
数値は正になっている．したがってモデル全体の精度がダミー変数を導入する前後で向上
したことがいえる． 
以上より，この精度が向上したモデルによるそれぞれのパラメータの推移を見ることで，
人口動態の移動要因として使用した変数の影響度及びその変動についての考察を行う．ま
ず所得は，先程も述べたように数値に関してはどの年度においても正の値を示している．た
だ推移に関しては，近年になるにつれて，徐々に低下傾向となっている．したがって以前は
人口流入への影響度は大きかったものの，近年になるにつれて，徐々に低下傾向にあること
がいえる．人口や都市間交通アクセスでは，傾向として上下動を繰り返しているが，ほとん
どの年度において正の値を示した．これは年度によって影響力の上下動はあるものの，人口
規模及び都市間交通アクセスは人口流入へ影響を与えていることがいえる．なお，都市間交
通アクセスは前章でも述べたが，本研究では，それぞれの自治体の市役所から最寄りの新幹
線駅までの直線距離を代理指標として定義している．したがってこの変数では，パラメータ
が正であれば距離が遠いほど人口流入，つまりアクセスが良い地域程人口流出に働くこと
を示し，反対にパラメータが負の値となればアクセスが良い地域程人口流入に働くことを
示す．本研究の分析結果では前者の傾向となっており．一見矛盾したような結果となってい
るが，このような傾向になった背景には，地方の交通の便が改善されたことによる都心への
ストロー効果が影響しているものと考えられる．また，新たに導入した東京 23区ダミーは，
H7 以外は全ての都市で正の値となり，年度の経過と共に増加するといった結果が得られ，
集積効果の増加が見られた．また県庁所在地ダミーは H7，H25 では，有意に正の値を示し
たが，それ以外の年では負の値を示した．これは仮説として想定していた地方中枢都市の人
口集積効果の影響は年度によって働き方が異なるといったことが本研究からは考察できる．
以上，新たに導入した変数ではそれぞれ人口の集積効果の変動が見られた．また一方で産業
規模の指標として扱った製造品出荷額では，値がほとんどの年度において負となり，本研究
では集積の経済による人口集積効果は見られないといった結果になった．  
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またこれら変数による分析の際，特に H7 では，人口，都市間交通アクセス，可住地面積，
首都ダミー，地方中枢都市ダミーなどを始めとした変数のパラメータにおいて，他年度と符
号が異なる結果が得られた．この背景には主に， 
・OLS 推定の結果における，外れ値(市町村)による影響 
・外れ値とは関係なく，構造的な理由による影響 
の二つが主に考えられる．したがってどちらの影響によるものか確認を行うため，以下の図
-4-13 で示した H7 の OLS 推定結果の分布図より，外れ値を外すことでパラメータが他の
年度と同様になるか見る． 
 
 
 
 
 
 
表-4-5 H7 における外れ値除去前後のパラメータ 
パラメータ t値 パラメータ t値
製造品出荷額 -0.00051 -6.62 -0.00025 -4.143
一人当たりの所得 0.492 6.579 0.3139 5.658
人口 -0.00135 -5.554 -0.00081 -3.549
都市間交通アクセス -3.936 -0.278 -8.631 -0.832
可住地面積 0.01287 3.991 0.005777 2.412
首都ダミー -13250 -8.272 -19800 -13.343
地方中枢都市ダミー 455.3 2.625 554.5 4.244
切片 -540.1 -5.382 -338.8 -4.581
外れ値除去前 外れ値除去後
図-4-13 H7 の推定値と実績値の比較 
 36 
 
表-4-5 は平成 7 年における OLS 推定結果の外れ値を外す前後での結果をそれぞれ示した
ものとなる．結果より，パラメータは外れ値を外す前後で値は変動しているものの，符号が
入れ替わる程ではないことがいえる．したがってこの H7 においてパラメータの符号が他年
度と異なる変数が存在するのは，外れ値による影響ではなく，構造的な要因によるものと考
えられる．次にこの原因について考察を簡単に行う． 
 
 
 
 
図-4-14 は我が国における東京，名古屋，大阪の三大都市圏における人口の転入・転出超
過数の推移を示したものになる．図より，転入(転出)超過数は年度によって上下動を繰り返
しているが，全体として三大都市圏では，転入超過傾向にあることがこの図からもいえる．
ただ先ほどパラメータの符号が他年度と異なる結果が得られた，平成 7 年(1995 年)付近に
おける傾向を見ると，三大都市圏，特に東京圏における人口が転出超過になっていることが
いえる．したがってこの転入(転出)超過数の傾向の違いが，平成 7 年での変数のパラメータ
が他年度と異なる理由と考えられる． 
 
 
 
 
 
 
図-4-14 三大都市圏の転入・転出超過数の推移(出典:国土交通白書 2015) 
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4.2  その他の人口移動要因考察 
 
先に挙げた変数を用いたモデルによるこれまでの分析より，我が国における多くの人口
動態を説明できた．しかし一方で地域によっては，まだモデルでは考慮されていない移動要
因が存在することが考えられる．そこで本節ではこれまで用いた変数の他に想定される移
動要因について残差及び残差をそれぞれの市町村人口で除した割合の分布図を年度毎に示
し，相対的に大きい値をとった地域に着目することで，考察する． 
残差の数値及び割合を縦軸に，総人口を横軸にとり，作成した残差の分布図を図-4-15 及
び図-4-16 に示す．今回は対象を関東圏内の中堅都市に絞り，また推定値よりも実績値が下
回っている過大推計地域(残差が正の地域)に着目し，移動要因の考察を行う地域の選定及び
考えられる要因について考察する．それぞれの市町村の残差の値を年度毎に算出し，上位地
域をまとめたものをそれぞれ表-4-6 及び表-4-7 に示す．これらの表より残差がそれぞれの
年度において相対的に大きい値をとった茨城県日立市及び神奈川県横須賀市に着目し，考
えられる残りの要因についてそれぞれの自治体が発行する文献などをもとに簡単に考察を
行う．また補足として，過小推計地域(残差が負の地域)における残差の上位地域の結果もそ
れぞれ表-4-8 及び表-4-9 に示す． 
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図-4-15 関東圏内中堅都市における残差分布(残差:数値) 
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図-4-16 関東圏内中堅都市における残差分布(残差:割合) 
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表-4-6 過大推計の残差上位地域一覧(残差:数値) 
平成7年 平成10年 平成13年 平成16年 平成19年 平成22年 平成25年
1 市川市 多摩市 春日部市 市川市 横須賀市 横浜市 横浜市
2 松戸市 松戸市 日立市 松戸市 日立市 市川市 横須賀市
3 川口市 武蔵野市 相模原市 横須賀市 春日部市 多摩市 松戸市
4 横浜市 所沢市 多摩市 春日部市 相模原市 日立市 相模原市
5 多摩市 三郷市 取手市 日立市 所沢市 三鷹市 千葉市
6 水戸市 日立市 松戸市 狭山市 市川市 国分寺市 日立市
7 鎌倉市 船橋市 横須賀市 所沢市 桐生市 厚木市 八王子市
8 横須賀市 伊勢原市 三郷市 越谷市 大和市 前橋市 所沢市
9 千葉市 桐生市 柏市 富士見市 上尾市 川口市 平塚市
10 東久留米市 草加市 狭山市 三郷市 平塚市 横須賀市 東村山市
11 習志野市 小金井市 小田原市 桐生市 足利市 福生市 春日部市
12 狭山市 調布市 桐生市 川越市 行田市 足利市 秦野市
13 日立市 福生市 秦野市 座間市 狭山市 狛江市 久喜市
14 武蔵野市 平塚市 鎌ケ谷市 東松山市 三郷市 成田市 熊谷市
15 三郷市 香取市 足利市 佐倉市 取手市 富里市 市川市
16 ふじみ野市 足利市 東久留米市 前橋市 銚子市 渋川市 西東京市
17 東村山市 市川市 東松山市 朝霞市 伊勢原市 石岡市 桐生市
18 前橋市 志木市 川越市 秦野市 市原市 銚子市 ひたちなか市
19 木更津市 蕨市 新座市 相模原市 武蔵野市 和光市 野田市
20 志木市 三浦市 我孫子市 柏市 入間市 狭山市 狭山市
21 武蔵村山市 東大和市 ひたちなか市 流山市 佐倉市 行田市 渋川市
22 三鷹市 銚子市 東村山市 蓮田市 北本市 筑西市 我孫子市
23 鎌ケ谷市 昭島市 熊谷市 取手市 西東京市 桐生市 座間市
24 北本市 鶴ヶ島市 木更津市 船橋市 君津市 熊谷市 鴻巣市
25 三浦市 宮代町 野田市 国立市 鶴ヶ島市 秩父市 青梅市
26 銚子市 狭山市 幸手市 銚子市 座間市 日光市 立川市
27 取手市 三鷹市 銚子市 幸手市 狛江市 小平市 国立市
28 春日部市 東久留米市 鴻巣市 鴻巣市 小田原市 古河市 草加市
29 柏市 春日部市 行田市 熊谷市 熊谷市 東久留米市 桶川市
30 流山市 北本市 土浦市 香取市 東松山市 北本市 愛川町
31 日野市 清瀬市 海老名市 我孫子市 筑西市 八街市 蓮田市
32 福生市 取手市 小金井市 小平市 久喜市 浦安市 秩父市
33 八千代市 渋川市 平塚市 東大和市 ひたちなか市 香取市 北茨城市
34 調布市 栃木市 富士見市 羽村市 深谷市 土浦市 三浦市
35 三芳町 幸手市 三浦市 筑西市 坂戸市 我孫子市 館林市
36 町田市 水戸市 高崎市 土浦市 土浦市 宇都宮市 銚子市
37 狛江市 東松山市 福生市 小川町 福生市 北茨城市 三鷹市
38 桐生市 日高市 伊勢原市 市原市 小川町 毛呂山町 鎌ケ谷市
39 蕨市 野田市 越谷市 足利市 草加市 坂戸市 八街市
40 綾瀬市 寒川町 鶴ヶ島市 福生市 八街市 鹿沼市 調布市
41 東松山市 川口市 大泉町 日野市 香取市 常陸太田市 山武市
42 香取市 蓮田市 上尾市 小田原市 羽村市 常陸大宮市 羽村市
43 国立市 八潮市 佐野市 館林市 秩父市 稲敷市 取手市
44 国分寺市 館山市 君津市 高萩市 越谷市 鶴ヶ島市 伊勢原市
45 栃木市 小川町 蕨市 多摩市 宮代町 笠間市 飯能市
46 大泉町 鴨川市 加須市 加須市 蕨市 所沢市 香取市
47 日高市 日野市 古河市 大和市 石岡市 飯能市 前橋市
48 逗子市 沼田市 香取市 八潮市 青梅市 桜川市 入間市
49 鶴ヶ島市 坂戸市 ふじみ野市 蕨市 二宮町 寄居町 佐倉市
50 伊勢原市 綾瀬市 八潮市 大泉町 高萩市 栃木市 行田市
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表-4-7 過大推計の残差上位地域一覧(残差:割合) 
平成7年 平成10年 平成13年 平成16年 平成19年 平成22年 平成25年
1 三芳町 宮代町 大泉町 富士見市 小川町 福生市 愛川町
2 三浦市 多摩市 取手市 狭山市 二宮町 国分寺市 日立市
3 志木市 武蔵野市 多摩市 小川町 日立市 富里市 北茨城市
4 多摩市 福生市 幸手市 高萩市 銚子市 多摩市 三浦市
5 武蔵村山市 三浦市 春日部市 東松山市 宮代町 毛呂山町 横須賀市
6 二宮町 三郷市 東松山市 日立市 高萩市 市川市 渋川市
7 葉山町 志木市 宮代町 蓮田市 行田市 高根沢町 高萩市
8 大泉町 伊勢原市 日立市 幸手市 北本市 狛江市 東村山市
9 ふじみ野市 葉山町 三浦市 三郷市 桐生市 銚子市 小川町
10 北本市 蕨市 小川町 春日部市 鶴ヶ島市 潮来市 国立市
11 東久留米市 鶴ヶ島市 鎌ケ谷市 大泉町 玉村町 三鷹市 蓮田市
12 瑞穂町 小川町 三郷市 桐生市 春日部市 寄居町 山武市
13 福生市 寒川町 福生市 羽村市 伊勢原市 北茨城市 秩父市
14 鎌倉市 東大和市 東久留米市 座間市 狛江市 石岡市 桶川市
15 武蔵野市 鴨川市 銚子市 国立市 取手市 和光市 秦野市
16 毛呂山町 小金井市 桐生市 朝霞市 福生市 常陸大宮市 羽村市
17 三郷市 銚子市 鶴ヶ島市 愛川町 君津市 秩父市 桐生市
18 南足柄市 幸手市 行田市 二宮町 三郷市 日立市 平塚市
19 鎌ケ谷市 香取市 狭山市 銚子市 羽村市 玉村町 久喜市
20 大磯町 日高市 坂東市 福生市 横須賀市 稲敷市 銚子市
21 習志野市 北本市 秦野市 市川市 愛川町 渋川市 館山市
22 銚子市 館山市 蕨市 松戸市 東松山市 桜川市 松戸市
23 市川市 清瀬市 我孫子市 東大和市 北茨城市 北本市 館林市
24 日高市 大磯町 愛川町 北茨城市 大泉町 行田市 松伏町
25 東村山市 桐生市 富津市 三浦市 逗子市 常陸太田市 八街市
26 東海村 三芳町 新座市 佐倉市 足利市 八街市 所沢市
27 逗子市 毛呂山町 足利市 横須賀市 武蔵野市 宮代町 葉山町
28 木更津市 壬生町 木更津市 取手市 狭山市 日光市 鴻巣市
29 羽村市 蓮田市 八潮市 香取市 蕨市 厚木市 我孫子市
30 蕨市 昭島市 富士見市 越谷市 秩父市 成田市 春日部市
31 狛江市 かすみがうら市 小金井市 杉戸町 八街市 富岡市 座間市
32 狭山市 愛川町 鴻巣市 所沢市 瑞穂町 三浦市 稲敷市
33 茨城町 沼田市 東村山市 館林市 入間市 香取市 熊谷市
34 幸手市 八潮市 伊勢原市 秦野市 座間市 筑西市 飯能市
35 国立市 日立市 日高市 流山市 大和市 鶴ヶ島市 ひたちなか市
36 水戸市 所沢市 小田原市 宮代町 筑西市 高萩市 野田市
37 綾瀬市 二宮町 海老名市 富津市 みどり市 みどり市 香取市
38 鶴ヶ島市 渋川市 ひたちなか市 蕨市 上尾市 足利市 狭山市
39 松戸市 東久留米市 羽村市 鴻巣市 所沢市 松伏町 青梅市
40 宮代町 富津市 君津市 沼田市 国立市 桐生市 西東京市
41 館山市 東松山市 四街道市 八潮市 坂戸市 行方市 かすみがうら市
42 取手市 結城市 香取市 潮来市 清瀬市 東久留米市 桜川市
43 東松山市 松戸市 野田市 北本市 香取市 笠間市 杉戸町
44 日立市 高萩市 土浦市 瑞穂町 石岡市 結城市 幸手市
45 三鷹市 足利市 桶川市 玉村町 平塚市 飯能市 行田市
46 川口市 調布市 館山市 筑西市 佐倉市 逗子市 伊勢原市
47 香取市 草加市 ふじみ野市 我孫子市 富津市 坂戸市 鎌ケ谷市
48 行方市 富里市 蓮田市 川越市 渋川市 沼田市 相模原市
49 結城市 綾瀬市 杉戸町 茂原市 桜川市 狭山市 高根沢町
50 南房総市 潮来市 加須市 加須市 飯能市 鹿沼市 矢板市
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表-4-8 [補足]過小推計の残差上位地域一覧(残差:数値) 
平成7年 平成10年 平成13年 平成16年 平成19年 平成22年 平成25年
1 さいたま市 横浜市 横浜市 横浜市 川崎市 さいたま市 川崎市
2 相模原市 川崎市 町田市 浦安市 船橋市 藤沢市 さいたま市
3 八王子市 八王子市 川崎市 町田市 千葉市 流山市 川口市
4 佐倉市 さいたま市 府中市 八王子市 さいたま市 西東京市 つくば市
5 龍ケ崎市 八千代市 船橋市 府中市 宇都宮市 川越市 多摩市
6 藤沢市 町田市 藤沢市 川崎市 つくば市 千葉市 船橋市
7 白井市 千葉市 浦安市 清瀬市 横浜市 つくば市 戸田市
8 朝霞市 伊勢崎市 市川市 調布市 町田市 八王子市 太田市
9 草加市 府中市 千葉市 戸田市 白井市 川崎市 武蔵野市
10 戸田市 佐倉市 国分寺市 鎌倉市 印西市 印西市 川越市
11 八街市 藤沢市 八王子市 西東京市 八王子市 柏市 三郷市
12 大和市 龍ケ崎市 八千代市 国分寺市 柏市 越谷市 小山市
13 加須市 東村山市 稲城市 武蔵野市 つくばみらい市 新座市 習志野市
14 山武市 稲城市 昭島市 つくば市 伊奈町 船橋市 流山市
15 新座市 相模原市 清瀬市 伊勢崎市 木更津市 小金井市 ふじみ野市
16 伊勢崎市 宇都宮市 伊勢崎市 伊奈町 野田市 稲城市 つくばみらい市
17 川越市 八街市 八街市 さいたま市 成田市 鎌ケ谷市 水戸市
18 太田市 神栖市 伊奈町 海老名市 守谷市 町田市 成田市
19 四街道市 太田市 神栖市 三鷹市 三鷹市 三郷市 柏市
20 市原市 青梅市 志木市 吉川市 藤沢市 つくばみらい市 木更津市
21 神栖市 牛久市 西東京市 東村山市 吉川市 木更津市 栃木市
22 牛久市 那須塩原市 東金市 稲城市 多摩市 守谷市 狛江市
23 小山市 高崎市 那須塩原市 宇都宮市 調布市 習志野市 小金井市
24 所沢市 ふじみ野市 太田市 四街道市 流山市 草加市 宇都宮市
25 府中市 土浦市 川口市 那須塩原市 川口市 相模原市 袖ケ浦市
26 青梅市 厚木市 市原市 志木市 さくら市 太田市 八潮市
27 東金市 国立市 立川市 小山市 日高市 牛久市 藤沢市
28 小平市 市原市 逗子市 守谷市 那須塩原市 神栖市 伊勢崎市
29 玉村町 立川市 前橋市 川口市 東村山市 鹿嶋市 志木市
30 久喜市 越谷市 鹿嶋市 ふじみ野市 八潮市 那須塩原市 東久留米市
31 高崎市 鹿嶋市 守谷市 印西市 稲城市 白井市 印西市
32 守谷市 ひたちなか市 戸田市 成田市 武蔵村山市 東村山市 四街道市
33 那須塩原市 茅ヶ崎市 水戸市 太田市 加須市 ふじみ野市 府中市
34 船橋市 和光市 袖ケ浦市 神栖市 鎌ケ谷市 戸田市 鉾田市
35 茂原市 印西市 さくら市 上三川町 八千代市 四街道市 牛久市
36 下野市 東金市 牛久市 武蔵村山市 あきる野市 武蔵野市 日野市
37 野田市 座間市 宇都宮市 鹿嶋市 小山市 東大和市 大泉町
38 浦安市 深谷市 東大和市 さくら市 新座市 大和市 海老名市
39 入間市 小山市 小山市 東金市 水戸市 伊勢崎市 越谷市
40 西東京市 小田原市 青梅市 葉山町 府中市 蕨市 大和市
41 海老名市 下野市 狛江市 千葉市 我孫子市 水戸市 吉川市
42 鹿沼市 笠間市 つくば市 和光市 鹿嶋市 三芳町 国分寺市
43 土浦市 富士見市 大和市 茨城町 鉾田市 青梅市 那須塩原市
44 つくば市 鴻巣市 成田市 厚木市 神栖市 市原市 東大和市
45 ひたちなか市 大泉町 小平市 野田市 伊勢崎市 東松山市 小美玉市
46 羽生市 さくら市 葉山町 青梅市 立川市 吉川市 さくら市
47 常陸太田市 茂原市 龍ケ崎市 下野市 浦安市 綾瀬市 鹿嶋市
48 厚木市 真岡市 鉾田市 高根沢町 厚木市 鎌倉市 上三川町
49 袖ケ浦市 羽生市 瑞穂町 大田原市 茨城町 八潮市 阿見町
50 桶川市 袖ケ浦市 あきる野市 白井市 羽生市 東海村 壬生町
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表-4-9 [補足]過小推計の残差上位地域一覧(残差:割合) 
平成7年 平成10年 平成13年 平成16年 平成19年 平成22年 平成25年
1 白井市 龍ケ崎市 伊奈町 清瀬市 白井市 つくばみらい市 つくばみらい市
2 龍ケ崎市 稲城市 稲城市 伊奈町 つくばみらい市 流山市 多摩市
3 八街市 八千代市 清瀬市 浦安市 伊奈町 印西市 戸田市
4 山武市 八街市 浦安市 上三川町 印西市 西東京市 袖ケ浦市
5 玉村町 牛久市 町田市 戸田市 守谷市 守谷市 大泉町
6 戸田市 神栖市 志木市 葉山町 さくら市 三芳町 武蔵野市
7 佐倉市 八王子市 八街市 吉川市 吉川市 稲城市 鉾田市
8 朝霞市 国立市 国分寺市 府中市 日高市 つくば市 ふじみ野市
9 四街道市 鹿嶋市 府中市 国分寺市 つくば市 小金井市 狛江市
10 東金市 和光市 東金市 守谷市 川崎市 白井市 つくば市
11 牛久市 ふじみ野市 さくら市 さくら市 木更津市 東海村 三郷市
12 加須市 東金市 守谷市 調布市 成田市 鹿嶋市 上三川町
13 守谷市 大泉町 神栖市 鎌倉市 武蔵村山市 藤沢市 志木市
14 神栖市 伊勢崎市 葉山町 稲城市 八潮市 鎌ケ谷市 八潮市
15 相模原市 那須塩原市 昭島市 高根沢町 稲城市 牛久市 成田市
16 下野市 東村山市 逗子市 茨城町 船橋市 伊奈町 瑞穂町
17 新座市 佐倉市 瑞穂町 志木市 野田市 新座市 小山市
18 草加市 さくら市 鹿嶋市 武蔵野市 茨城町 川越市 習志野市
19 大和市 府中市 袖ケ浦市 四街道市 あきる野市 蕨市 宮代町
20 さいたま市 青梅市 八千代市 西東京市 鉾田市 神栖市 太田市
21 八王子市 玉村町 藤沢市 町田市 多摩市 三郷市 壬生町
22 伊勢崎市 印西市 牛久市 武蔵村山市 三鷹市 木更津市 木更津市
23 羽生市 下野市 大磯町 東金市 鹿嶋市 吉川市 さくら市
24 太田市 土浦市 鉾田市 印西市 流山市 東大和市 流山市
25 小美玉市 川崎市 那須塩原市 海老名市 那須塩原市 葉山町 小金井市
26 袖ケ浦市 伊奈町 狛江市 鹿嶋市 葉山町 四街道市 印西市
27 阿見町 町田市 阿見町 大磯町 町田市 上三川町 四街道市
28 青梅市 羽生市 東大和市 神栖市 鎌ケ谷市 袖ケ浦市 吉川市
29 那珂市 さいたま市 伊勢崎市 ふじみ野市 三芳町 那須塩原市 阿見町
30 常陸太田市 太田市 戸田市 つくば市 加須市 ふじみ野市 栃木市
31 小山市 袖ケ浦市 匝瑳市 八王子市 宇都宮市 東松山市 小美玉市
32 藤沢市 ひたちなか市 白井市 那須塩原市 毛呂山町 綾瀬市 牛久市
33 茂原市 立川市 茨城町 伊勢崎市 東村山市 習志野市 東久留米市
34 小川町 笠間市 小美玉市 三芳町 羽生市 八潮市 川口市
35 さくら市 羽村市 船橋市 下野市 調布市 戸田市 茨城町
36 杉戸町 逗子市 川崎市 東村山市 柏市 越谷市 鹿嶋市
37 那須塩原市 安中市 市川市 白井市 千葉市 八王子市 川越市
38 稲敷市 常総市 西東京市 和光市 壬生町 東村山市 東金市
39 小平市 座間市 龍ケ崎市 成田市 南房総市 館山市 南房総市
40 寄居町 厚木市 南足柄市 三鷹市 八王子市 武蔵野市 東海村
41 桶川市 下妻市 下野市 小山市 小山市 日高市 那珂市
42 鉾田市 真岡市 常陸大宮市 いすみ市 新座市 鴨川市 東大和市
43 下妻市 藤沢市 那珂市 常陸大宮市 神栖市 柏市 水戸市
44 市原市 常陸太田市 立川市 大田原市 我孫子市 羽生市 行方市
45 海老名市 常陸大宮市 いすみ市 館山市 阿見町 青梅市 川崎市
46 浦安市 茂原市 みどり市 壬生町 八千代市 さいたま市 清瀬市
47 鹿沼市 富士見市 国立市 阿見町 志木市 太田市 海老名市
48 安中市 深谷市 あきる野市 鉾田市 東海村 清瀬市 羽生市
49 川越市 山武市 東海村 真岡市 藤沢市 草加市 国分寺市
50 府中市 茨城町 常陸太田市 那珂市 いすみ市 さくら市 さいたま市
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4.2.1 茨城県日立市における考察 
 
 図-4-17に日立市におけるOLS推定結果の推定値と実績値の推移を示す．これより日立市
では，いずれの年度においても推定値と実績値の値が離れている他，年度によって推定値と
実績値の正負が異なる結果が得られた．このような背景を踏まえ，移動要因について文献よ
り考察を行う．日立市まち・しごと・ひと創生総合戦略9)によると，まず主な転出者として
20代及び30代の子育て世代の影響が大きいと述べられている．これは図-4-18 に示した日立
市における年齢別の社会増減数の推移からもいえる． 
また実際に文献で述べられている報告によると，日立市では工業や商業分野，また児童関
連の福祉サービスなどへの評価が低いことが述べられており，これらの影響が人口移動に
関連していることが考察される． 
図-4-18 日立市における男性(左)と女性(右)の年齢別社会増減数 (出典:日立市まち・ひと・しごと創生総合戦略) 
図-4-17 日立市における推定値及び実績値の推移 
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4.2.2 神奈川県横須賀市における考察 
 
図-4-19に横須賀市における，OLS推定結果の推定値と実績値の推移を示す．横須賀市で
は，近年につれて推定値と実績値の正負が異なるような結果が得られた．また横須賀市は住
民基本台帳人口報告平成25年結果によると，全国の市町村で転出超過数が最多となってい
る．このような背景を踏まえ，横須賀市においても日立市と同様に考察を，関連する文献よ
り行う． 
横須賀市が発行する横須賀白書10)によると，主な転出者としては，20～40代の子育て世代
が影響していると述べられており，日立市と似たような傾向になっている(図-4-20参照)．ま
た文献で述べられている報告によると子育て世代の転出が多い日立市と同様に福祉サービ
スへの評価が低い他，都心の地価の低下などによる都心回帰が起きたことが述べられてお
り，これらの影響が人口移動に関連していることが考察される． 
 
図-4-19 横須賀市における推定値及び実績値の推移 
図-4-20 年齢 5 歳階級別転出入率(出典：横須賀白書 2012) 
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本節では，日立市及び横須賀市の人口移動の要因について，関連する文献を用いて考察を
行った．以上より，モデルでは考慮されていない要因として，特に両市において共通に見ら
れた児童関連の福祉サービスの水準の影響が新たに考察される．そこで，ここでは両市の参
考文献による調査報告とは別に，実際の関連データを扱った簡単な分析による実証を試み
る． 
関東圏内の市町村において，一人あたりの児童福祉費及び老人福祉費を算出し，関東圏内
における順位を比較することで日立市及び横須賀市の両市における福祉サービスの水準を
相対的に評価する．(観測数:297箇所) 
結果，児童福祉費においては，日立市は214位/297位，横須賀市は197位/297位，また老人
福祉費では，日立市は180位/297位，横須賀市は78位/297位となった．したがって老人福祉費
と比較すると，児童福祉費では両市ともに順位が低いことがいえ，対策が他の自治体と比べ
るとまだ十分に行えていないことが費用データからも簡単にではあるが，考察できる．した
がってこのような傾向からも日立市及び横須賀市における子育て世代の人口流出に影響し
ている要因として福祉サービスの水準による影響が考察される． 
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4.3  総括 
 
本章では，OLS 推定を用いた影響要因分析を行うことで，我が国の人口動態への関連す
る要因の影響度及びその推移について分析を行い，知見を得た．分析にあたり本研究では関
連要因としてまず，製造品出荷額，一人あたり所得，人口，都市間交通アクセス，可住地面
積の 5 つの変数を用いた． 
これらの変数による分析結果では，まず決定係数は全体としてそこまで高い値とはなら
ず，また所得のパラメータにおいて負の値を示す年度が存在するなど，精度としてはまだ十
分とはいえない結果となった．そこで誤差項の地理的分布による残差の偏り方から東京 23
区ダミー及び県庁所在地ダミーの二つの変数を導入したところ，精度の向上が見られた． 
この精度が向上したモデルによる分析結果をもとにパラメータの推移を分析すると，都
市集積の理論に基づく要因が人口動態へ影響を及ぼしていることが示された．ただその変
動は変数によって異なり，まず所得では，人口流入に対して正の影響をもたらしたものの，
傾向としては低下傾向であることが示された．また都市間交通アクセスや人口規模では傾
向として上下動を繰り返すような傾向となったが，どの年度においても基本的に正の値を
示した．都市間交通アクセスでは結果より，都心へのストロー効果の影響が見受けられるこ
とが考察された．また東京 23 区ダミーでは年度の経過と共に増加傾向，県庁所在地ダミー
では年度によって正と負が異なるなどと，新たに導入した変数では，それぞれ人口の集積効
果の変動が見られた． 
またその後，数値や割合で算出した残差を市町村同士で比較することで日立市及び横須
賀市における移動要因を考察した．両市における関連文献より，残りの要因として，主にそ
れぞれの自治体における児童関連の福祉サービスの水準の影響が新たに考察された． 
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5.1  結論 
 
本研究では，都市集積の理論に基づく我が国の人口動態現象を対象として，実証的な解析
を行った． 
まず我が国の人口分布の実態を市町村単位で見るため，ジニ係数やシェア算出などの統
計的な手法を用いた分析や，純転入者数の地理的な分布による分析をそれぞれ年度毎に行
った．結果，我が国の人口分布では，東京や名古屋などの三大都市圏を始めとした都市部と
地方部の間の二極化が近年において，さらに強まっている傾向が示された． 
実態分析での結果をもとに，OLS推定及び残差を用いた分析を行い，関連要因が全国の市
町村の人口動態へもたらす影響度やその効果の変動，また他に想定される要因の有無やそ
の効果について分析及び考察を行った．得られた結果よりパラメータに着目すると，近年の
人口移動には，所得や人口規模などの要因が影響をもたらすことが示された他，23区ダミー
においてパラメータが正の値を示すなどと，経済の中心地域による人口の集積効果の変動
も見られた．  
また，その後残差をより詳細に分析することでモデルでは考慮されていない地域特有の
要因として，自治体の福祉サービスの水準による影響が新たに考察された．  
 
5.2  今後の課題 
 
 本研究では，都市集積の理論における人口動態現象の関連要因の指標として，第三章で述
べた変数を用いて分析を行ったが，変数によっては若干設定が粗い部分があり，今後はより
精微な傾向分析を行うことが必要といえる． 
例として都市間交通アクセスは，本研究ではそれぞれの役所から最寄りの新幹線駅まで
の直線距離を算出したものを代理指標として設定しているが，データの精度としては，まだ
少し不十分な部分もあるため，今後はより正確な指標を作成し，分析を行う必要があるとい
える． 
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付録 1  使用した変数における年度毎の地理的分布 
 
 本研究では分析の際に，全国の市町村の人口動態に関連する指標として製造品出荷額，一
人あたり所得，人口，都市間交通アクセス，可住地面積のデータを用いて分析を行った．こ
こでは，これら変数の地理的分布についてまとめたものを以下に示す． 
 なおその際，階層の分類方法として，いずれの指標においても数値を降順に並べ，データ
量がそれぞれ同じになるように 5 つの階層に分けたものを示す． 
 
○製造品出荷額 
 
図-1-1’ H7 における製造品出荷額分布 
図-1-2’ H25 における製造品出荷額分布 
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○一人あたり所得 
 
図-1-3’ H7 における一人あたり所得分布 
図-1-4’ H25 における一人あたり所得分布 
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○人口 
 
 
 
図-1-5’ H7 における人口分布 
図-1-6’ H25 における人口分布 
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○都市間交通アクセス 
 
 
 
図-1-7’ H7 における都市間交通アクセス分布 
図-1-8’ H25 における都市間交通アクセス分布 
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○可住地面積 
 
図-1-10’ H25 における可住地面積分布 
図-1-9’ H7 における可住地面積分布 
 56 
 
参考文献 
 
1) 総務省統計局：平成 27年国勢調査結果，人口速報集計結果，日本統計協会，2015 
2) 国立社会保障・人口問題研究所：日本の将来推計人口，2012 
3) 橘木 俊詔，浦川 邦夫：日本の地域格差-東京一極集中型から八ヶ岳方式へ，日本評論社，
2012 
4) 総務省統計局：住民基本台帳人口移動報告 2015年結果，日本統計協会，2016 
5) 大塚章宏：地域経済・産業の成長に対する産業集積効果の実証分析，内閣府経済社会総合
研究所経済分析，第 180号，2008 
6) 山口勝弘：わが国の都市・国土空間におけるアクセシビリティと経済活動に関する研究，
国土交通政策研究 第 19号，2003 
7) 大竹 文雄：日本の不平等 格差社会の幻想と未来,日本経済新聞出版社,2005 
8) Piketty, T.：Capital in the Twenty-First Century, Belknap Press ， 2013 ．(山形浩
生・守岡桜・森本正史(訳)(2014)，21世紀の資本，みすず書房) 
9) 日立市：日立市まち・ひと・しごと創生総合戦略,2005 
10) 横須賀市都市政策研究所：横須賀白書 2012,2013 
11) 亀山 嘉大：集積の経済と都市の成長・衰退，大学教育出版，2006 
12) 国土交通省：国土交通白書 2015 ，日経印刷，2015 
13) 中村良平，田渕隆俊：都市と地域の経済学，有斐閣，1996 
14) 総務省：平成 24年版 情報通信白書，ぎょうせい，2012 
15) 総務省統計局：国勢調査結果，日本統計協会，1990-2010 
16) 総務省統計局：統計でみる市区町村のすがた，日本統計協会，1995-2010 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 57 
 
謝辞 
 
  本論文を執筆するにあたり，様々な方々から多大なる御指導・御協力を頂きました．この
場を借りてお礼を述べさせていただきます． 
 まず本論文の指導教授である石倉智樹准教授には日頃の研究活動より，多くのご指導を
頂きました．研究活動を始めた学部 4 年生の頃から現在に至るまで，時に優しく，時に厳し
くご指導頂くなどと，3 年間研究活動を進めるにあたって様々なサポートをして頂いたこと
を心より感謝致します．小根山裕之教授には中間発表などの際に，研究を整理または進めて
いくにあたって重要なご指摘を何度もして頂きました．柳原正実助教授には中間発表を始
め，自らの研究活動において足りない部分を何度もご指導して頂いた他，普段の生活におい
ても様々な事を教えて頂きました．未熟な私に常日頃より様々なアドバイスをして頂いた
ことをここに深く御礼申し上げます． 
 また，村越潤教授にはご多忙の中，分野の異なる私の修士研究の副査を引き受けて頂き，
審査及び有益なご指導頂きましたこと，ここに厚くお礼申し上げます． 
秘書の甲川さんには，研究室全体のよりよい環境作りに向け，常に献身的に支えていただ
きました．深く感謝致します． 
 計画交通研究室の同期である内田成司君，桜庭太郎君，佐近翔君，佐藤悠貴君，朱慧珺さ
ん，板東真輝君，藤井修平君とは共に 2,3 年間切磋琢磨しつつ研究活動に取り組みました．
研究を進める中で行き詰ることも多々ありましたが，時に共に運動をして汗を流し，また時
になにげない会話をして気分転換を図るなどと，研究室での生活にて有意義に，そして楽し
く学生らしい日々を過ごすことができました．本当にありがとうございました． 
また M1 の岩崎裕太君，尾山梓さん，佐藤理久斗君，田中寛人君，松山奈々海さん，横山
楓君には研究を進めるに当たって多くの助言を頂いた他，様々なイベントを企画してもら
うなどと，研究室の雰囲気をより良くするために一人一人が尽力してくれました．B4 の池
田慶祐君，梶川大介君，下田直輝君，松田啓輔君，宮川直也君，劉彬君，若井あかねさん，
渡邊秀君とは 1 年間という短い期間ではありましたが，論文作成に向け，力を合わせて共
に取り組みました． M1，B4 の後輩の方々には日常のなんでもない会話を始め，研究室生
活を過ごすにあたって本当にお世話になりました．自分自身あまり良い先輩とは言えなか
ったかもしれないですが，共に同じ研究室で過ごせた時間は自分にとって貴重なものとな
りました．本当にありがとうございました． 
 また，研究室以外でも，本研究に関して貴重なアドバイスや助言をしていただいた方々，
悩みや相談を聞いて頂いた方々に感謝致します． 
最後に，現在に至るまでの間，どんな時においても常に支え，背中を押し続けてくれた家
族に深く感謝の意を示します． 
2017 年 2 月 横山 純也 
